
平 成 21 年 4 月 16 日  

                          環 境 局 長 決 裁 

 

札 幌市 では、 ヒ素 を伴う 鉱化 変質 帯が定 山渓 付近の 山地 や手稲 山付近

に 存在 するほ か、 定山渓 温泉 地区に おい てはヒ 素を含 む温 泉水が 自噴す

る など 、ヒ素 の供 給源が 存在 してお り、 自然由 来のヒ 素が 市域の 広範囲

に分布している地域特性がある。  

従来、札幌市では、土壌汚染対策法の指定基準に適合しない場合、「土

壌 中の 特定有 害物 質が自 然的 原因に よる ものか どうか の判 定方法 （平成

15 年 2 月環水土第 20 号  環境省環境管理局水環境部長通知  別紙１）」

（以下、環境省通知と言う。）に基づき、特定有害物質が自然的原因によ

るものかどうかの判定を行ってきた。  

しかし、この環境省通知は全国主要 10 都市の市街地で採取したデータ

よ り導 き出さ れた 値を基 にし ている こと から、 特にヒ 素に 関して は札幌

市の地域特性が反映されたものとはなっていない。  

上記の理由により、平成 20 年度に環境局長より諮問を受けた札幌市自

然 由来 重金属 検討 委員会 より 出され た答 申を踏 まえ、 札幌 市の地 域特性

に あっ た自然 由来 ヒ素に つい ての判 定方 法を下 記の通 り定 めるも のとす

る。  

記  

 

１  本 判定方 法は 、土壌 汚染 対策法 に基 づく調 査及び 自主 的な調 査で本

市に正式に報告されたものに適用するものとする。  

２  ヒ 素の分 布特 性に過 去の 使用履 歴等 との関 連性を 示す 局在性 が認め

られないことを前提とする。  

３  自然由来判定の基本は全含有量 1)とする。  

４  北 地域（ ＪＲ 函館本 線北 側及び 手稲 区）と 南地域 （手 稲区を 除くＪ

Ｒ 函館 本線南 側） の２地 域に 分け て、そ れぞ れ下記 の全 含有量 の判定

基準値を設定する。  

  な お、本 判定 基準値 は暫 定値と し、 必要に 応じて 見直 しを行 うもの

とする。  

                   

 単 位 ： mg/ kg  

北地域 88 

南地域 39 
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５  全含有量の測定が未実施の場合 、「土壌含有量 2)値」に係数「 10」を

掛けたものを「推定全含有量値」とする。「推定全含有量値」が上記４

の 判定 基準値 以下 である 場合 にお いては 、当 該土壌 を自 然由来 と判定

する 。（一次判定）  

６  一 次判定 で自 然由来 と判 定でき なか った土 壌及び 始め から全 含有量

の 測定 を行っ てい る土壌 につ いて は、当 該土 壌の「 全含 有量値 」で判

定する 。「全含有量値」が上記４の判定基準値以下である場合において

は、当該土壌を自然由来と判定する 。（二次判定）  

７  二 次判定 まで で自然 由来 と判定 でき なかっ た土壌 につ いては 、調査

対 象地 の平面 分布 、深度 方向 の分 布、地 質な どを踏 まえ た総合 的な判

定を行う 。（三次判定）  

８  ト ンネル 工事 等によ って 発生す る掘 削ずり につい ては 、一般 的に堅

硬 な岩 盤を掘 削し たもの であ り、 土壌汚 染対 策法で 対象 として いる表

層 付近 の土壌 とは 全く異 質な もの である こと から、 本判 定方法 の適用

範囲外とする。  

        

1 )  昭 和 63 年 9 月 8 日  環 水 管 第 127 号  底 質 調 査方 法   

2 )  平 成 15 年 3 月 6 日  環 境 省 告 示 第 19 号  
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                   1)  昭和 63年 9月 8日 環水管第 127号 底質調査方法  

                       2)  平成 15年 3月 6日 環境省告示第 19号  

全含有量１）の測定 

をしているか？ 

＜推定全含有量値の算定＞ 

土壌含有量 2）値から全含有量値の推定 

推定全含有量値 

≦判定基準値 

全含有量測定 

の追加実施 

全含有量値 

≦判定基準値 

詳細調査の 

追加実施 

調査結果を 

総合的に判断 

ヒ素が土壌汚染対策法の 

指定基準に不適合 
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